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～小口需要家への対策を中心に～

東京都環境局

今夏の節電対策のポイント
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１．今夏の電力不足の特徴と節電対策の必要性
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地震直後 現在
今夏の供給力（5/13時点）

７月 ８月

供給電力
（東京電力） 3,100 万kW 4,200 万kW 5,380 万kW 5,480 万kW

需要電力
（最大） 3,000 万kW 3,600 万kW 6,000 万kW 6,000 万kW

供給力低下により計画停電を実施地震直後

10%以上の予備力を確保現 在

今 夏 需要(最大)が供給を上回る懸念大
4
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需要電力（最大）

kW時（面積）
電気の発電や消費
の総量（面積）を
示す単位

kW（高さ）
瞬時の電気の発電
や消費（高さ）を
示す単位

約600万kW丌足供給力確保見込み（５月１３日）

節電目標１５％
（約900万kW）

政府節電目標（５月１３日）



１

他電力からの融通電力が期待薄

不安定要素を抱えた供給の実施

東北電力の被災や原発停止の影響

２
老朽(休止中)火力発電所の再稼働や

被災火力の早期復旧、点検補修等の延期
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政府による夏季の電力需給対策

電力需要抑制の目標を

大口・小口・家庭に対し均一１５％に設定



２．東京都の地球温暖化対策
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8積極的な温暖化対策を展開

⇒平成22年4月 総量削減義務と排出量取引制度

⇒平成20年7月 「省エネルギー性能評価書制度」

⇒無料省エネ診断を始めとした支援策の実施
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昨年度より最大需要電力が低く推移
⇒空調本格稼働の夏場に向け一層の節電が必要

地球温暖化対策の推進により
一層の省エネルギー化が進展も原因の一つと推測
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＜目的＞

都内すべての中小規模事業所※

の地球温暖化対策の底上げを図る
平成２２年４月 報告開始
※原油換算でエネルギー使用量が1,500kl/年未満の事業所等

・中小規模事業所ごとに前年度のCO2排出量
と温暖化対策の実施状況を都に報告

・都内に設置（所有と使用）事業所のエネルギー
使用量の合計が3,000kL以上の場合、報告書の
提出と公表の義務

都による報告書の公表により企業の温暖化対策の
推進に積極的な姿勢をＰＲ
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事業者数 事業所数
CO2排出量

（万トン）

義務 ２７４ ２０，３６８ ４６３

任意 １，２１６ １１，１０６ ５６

合計 １，４９０ ３１，４７４ ５１９
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「地球温暖化対策報告書作成ハンドブック」
http://www8.kankyo.metro.tokyo.jp/ondanka/report/handbook/index.html

・５つの対策の体系
・運用対策は

業務部門 ⇒ ９業種
産業部門 ⇒ ５業種

・全２５１メニュー

１．組織体制の整備

２．エネルギー等の使用状況の把握

３．運用対策

４．設備保守対策

５．設備導入対策

地球温暖化対策報告書作成ハンドブック

【本編】
地球温暖化対策報告書の作成方法を解説

【地球温暖化対策メニュー編】
全２５１メニューの実施方法を解説すると
ともに、重点対策をレベル設定



13（裏面）（表面）

対策番号 Ｃ１０１ 空室・不在時のこまめな消灯
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報告書の対象事業所

テナントＡ

テナントＢ

テナントＣ

テナントＤ

テナントＡ

テナントＢ

テナントＣ

テナントＤ

テナントビル ビル所有者

賃貸

賃貸

賃貸

賃貸 報告書

報告書

報告書

報告書
報告書

１棟
貸し

１棟借り受け者

報告書

ビルオーナーとテナントなど
協力体制の素地を構築

報告書への取組みにより、個別事業所ごとに
使用するエネルギー量を把握



平成２２年度に提出された地球温暖化対策報告書
から対策の実施状況を分析（平成２１年度に実施）
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0% 100%40% 80%60%20%

事務所においては、７割以上の事業所で
空室時の消灯・空調停止を実施済み

平成２２年度 事務所における地球温暖化対策の実施状況



提出された地球温暖化対策報告書の内容を分析
⇒提出事業者へフィードバックし対策を一層推進

節電対策の立案資料や対策重点事業所の設定にも活用可能

同種事業所における延床面積とCO2排出量の事業所分布 用途別CO2原単位の月別推移 16



３．既存施策を活用した節電対策への取組み
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２３年度地球温暖化対策報告書の早期提出

今夏の節電対策の取組を
地球温暖化対策報告書へ記載

特記事項欄への今夏の節電対策の記載を
お願いします。

夏季が本格的に始まる前の６月末までを目標に、
地球温暖化対策報告書の提出をお願いします。
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自主的な「節電行動計画」の策定・公表
にご活用ください。

事業所ごとの公表イメージ事業者の公表イメージ

特記事項欄を活用する
ことで自主的な「節電
行動計画」を記載でき
ます。

報告書は東京都の
ＨＰ上で公表します。



報告書その１では、必ず今夏の節電対策につ
いてと、事業者としての節電目標を記載。

21

地球温暖化対策報告書
その１ 特記事項欄

文字制限 ４４０字

今夏の節電対策の目標
昨年夏の電力需要を○○％削減

地球温暖化対策報告書
その２ 特記事項欄

文字制限 ５２８字

記載例

記載例
今夏の節電対策
目標：昨年夏の電力需要を○○％削減
具体的対策
①照明の間引き実施（○○本、○○％）
②室内温度の２８℃の徹底
③ＯＡ機器の離席時の節電の徹底
以上の対策で約○○％の電力節電

報告書その２では、その事業所における具体的な節電対策を記載。
※併せて対策の合計による節電のポテンシャルをできるだけ記載するようお願いします。

具体的対策の記載については、
・地球温暖化対策メニュー
・政府の節電行動計画標準フォーマット
等を参考に記載してください。



政府による小口需要家向けの電力需給対策

小口需要家（契約電力500kW未満）

取り組み促進に向け政府は

８分野の「節電行動計画の標準フォーマット」を設定
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小口需要家 ⇒東京電力との契約単位ごと
（テナント対象外）

中小規模事業所⇒エネルギー使用量が原油換算1,500kL/年未満※１

オーナーもテナントの双方とも対象
（一部大口需要家も含まれる）



報告書記載用の短縮表現
対策
番号

・執務エリアの照明を半分程度間引きする。 照明の半分程度の間引き実施

・使用していないエリア（会議室、廊下等）は消灯を徹底する。 不在エリアの消灯徹底 C101

・執務室の室内温度を２８℃とする（または、風通しなど室内環境に
配慮しつつ、２８℃より若干引き上げる）。

室内温度２８℃の徹底 C106

・使用していないエリアは空調を停止する。 不在エリアの空調停止 C109

ＯＡ機器
・長時間席を離れるときは、ＯＡ機器の電源を切るか、
スタンバイモードにする。

離席時ＯＡ機器の節電実施 C116

対策名
対策
番号

・室内のCO2濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、
または間欠運転によって外気取入れ量を調整する。
（外気導入による負荷を減らすため）。

室内CO2濃度に応じた外気量調整 C125

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用
する。

日射遮へい措置の実施

・冷凍機の冷水出口温度を高めに設定し、ターボ冷凍機、ヒートポン
プ等の動力を削減する（セントラル式空調の場合）。

セントラル式空調の冷却水温度の高め設定 C124

その他
・複数の事業者で交代で休業する。
（7グループに分けて、輪番で週二日休業した場合）

輪番操業の実施（グループ内）
輪番操業の実施（複数事業者）

対策名
対策
番号

・昼休みなどは完全消灯を心掛ける。 昼休み消灯の実施

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やＬＥＤ照明に交換する。
（従来型蛍光灯からＨｆ蛍光灯又は直管形ＬＥＤ照明に交換した場
合、約４０％消費電力削減。）

高効率照明器具への更新 E101

・フィルターを定期的に清掃する（２週間に一度程度が目安）。 フィルターの定期清掃の実施 D104

・電気室、サーバー室の空調設定温度が低すぎないかを確認し、見
直す。

電気室・サーバールーム設定温度の見直し CA16

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。 室外機置場の整理及び日よけ措置の実施

・電気以外の方式（ガス方式等）の空調熱源を保有している場合は
そちらを優先運転する。 電力以外の空調機の優先運転の実施

・朝の涼しい時間帯から設備を起動したり、分散起動すること
　(複数台数の場合)により、立上げによるピーク電力上昇を抑制する
。

空調機の分散始動等の実施

・エレベーターやエスカレーターの稼働を半減または停止する。 エレベータ等の稼働台数の削減

・電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコ
ンセントから抜く。

（）の差込プラグの引き抜き実施
（給湯、給茶、便座、エアタオル等）

C130

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行
う。

自動販売機の冷却時間延長の実施

・デマンド監視装置を導入し、設定を契約電力の△１５%とし、警報発
生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

デマンド監視装置導入による対策の実施 E136

・コージェネレーション設備を所有している場合は、発電優先で運転
する。

コージェネの発電優先運転の実施

その他

空調

メンテナンスや日々の節電努力

照明

空調

コンセント
動力

５つの基本アクション

照明

空調

さらに節電効果の大きいアクション

＜オフィスビルの対応表の例（抜粋）＞
東京都環境局のホームページにて、８分野の対応表を含め記載の手引きを公開予定

都の「地球温暖化対策メニュー」

国の小口需要家向け
「節電行動計画標準フォーマット」
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東京法人会連合会による節電対策のチラシの作製

会員法人向け節電対策チラシ⇒１７万部 家庭向け節電対策チラシ⇒１７万部

各法人会
会員向けに
節電対策の
チラシを
17万部送付

法人向け
のみでなく

会員の家族向
けに家庭対策
のチラシも
17万部送付



４．具体的節電対策のポイント
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操業時間の変更や輪番操業に代表されるように

さらに
一歩踏み込んだ節電対策の実施が必要

26

温暖化対策を契機とし、省エネルギーに対する認識
の向上や、対策メニュー等の普及が図られてきた



節電対策の実践
（～昨夏比15％削減に向けて～）

【照明の間引き対策】
・室内空間（オフィス、店内等）
・共用部（看板、エントランス等）

【空調の対策】
・温度設定の管理を徹底
（猛暑日も温度設定を維持）

・空調時のドア閉めの徹底
（常時開放した営業の防止）

【その他の対策】
・事業所の特性に応じた節電対策を追求して実施

⇒目標１／２以上の消灯

⇒目標室温２８度

⇒冷気の漏えい防止

⇒目標１／２以上の消灯
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 事業所の特性に応じた節電対策を追求

今夏の節電対策の実践は、
照明の間引き対策から実施

 即実践可能・即効果を発揮

 業務に致命的な影響なし

 健康にも大きな害がない

 来場者への啓発効果が高い

照明対策の優位性

⇒即効性

 実施量に応じた効果 ⇒確実性

⇒順応性

⇒安全性

⇒波及性 28
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予想需要電力（最大）

実際の電力需要削減イメージ（面積）
一定量の削減

気象データより
（最大34.9℃ 東京）

照明対策は、ベースロードの削減

温度設定を１℃あげる

気温が１℃上昇

空調対策は、気象条件によ
り電力削減量が大きく変動

＝

電力消費効果は同様

電力使用量を消灯した分だけ
気象条件等に左右されず、確実に削減



 事業所の特性に応じた節電対策を追求

①照明の配置と各スイッチ
の点灯範囲の確認
⇒実際にスイッチにより消灯し、

点灯マップの作成

ステップ１

スイッチによる消灯の実施
窓側

入口

ア

イ

ウ

エ

オ②常時消灯範囲の検討

③各スイッチへの表示と
操作の禁止措置の実施

⇒窓際の消灯が可能か、室内全体
の消灯バランスは適切か ア

丌使用

イ

ウ

エ

オ

操作禁止

夏の節電対策実施中
アについては、

常時消灯しています。

実際にスイッチに
カバーを被せれば
実効性が高まる

⇒誰でも常時消灯のスイッチが
わかるようにし、節電中の表示
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 事業所の特性に応じた節電対策を追求

照明のスイッチによる消灯では
十分な間引き対策ができない。

ステップ２

蛍光ランプの取外して間引き点灯を実施

①非常用照明器具の配置等を確認
⇒多数の人が集まる場所で事故等の停電時

に一定時間点灯し、避難者の視界確保。

・・・一般照明と非常用照明を兼ねた
併用型で現在の主流の非常用照
明外観上、点検用スイッチと充

電用モニタで判別が容易

ア イ ア イ ア イ ア

非常照明のランプを
外すことはできませ
ん。

 電池内蔵型

 電源別置型

非
常
用
照
明
器
具

・・・非常用照明専用と一般照明との
併用型があり、併用型は外観上

判別困難なものがある

充電用モニタ
充電中(通常)
緑色点灯

照明設置事業者等に相談

※テナントの場合には、ビルオーナーやビル管理会社へ相談
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 事業所の特性に応じた節電対策を追求

②蛍光灯照明器具の種類を確認配置

 スタータ型

 ラピッドスタート型

 インバータ型

・・・専用の点灯管(グロー)により点灯する
蛍光灯器具で、新規設置は概ねない

蛍光ランプの取外し場合により不可

ＦＬ：スタータ型に使用される
ランプ

・・・専用の点灯管(グロー)が不要で、即時
点灯するタイプ。インバータ式が一般
的になるまで主流だった蛍光灯器具

蛍光ランプの取外し問題なし
ＦＬＲ：ラピッドスタート型に

使用されるランプ２灯用は２本セットで取外し

外観上の特徴特になし

・・・点灯管不要、インバータにより高周波
点灯を行う現在主流の高効率蛍光灯照
明器具

蛍光ランプの取外し問題なし

２灯用は２本セットで取外し Ｈｆ：インバータ型に使用される
ランプ

外観上の特徴特になし

・３灯以上の多灯タイプの蛍光管は２本セットで取外し
・カバーやルーバー付きタイプは、取扱説明書やメーカにカバー等の外し方を確認

取外しの可否を
メーカーに確認

32



③蛍光ランプを間引く
（照度）バランスを確保

照度計の例

 実施前後に照度計による照度を測定

 手もと照明の活用等で最低照度を確保

⇒採光により、日中と夜間で測定値は異なる。
測定時は、人や物影に注意し、机上面で測定

窓側

入口

ア

イ

ウ

エ

オ

手もと照明の例

⇒ＬＥＤ照明を使用するなど、尐電力タイプの
採用を検討し、不使用時の消灯は確実に実施

事前に、配置図で検討する
などランプの取外しは平均
的に実施

③蛍光ランプを取り外し作業
・スイッチで消灯してから実施
・脚立等は適正な使用方法を確認

・取外し後の蛍光ランプの安全な保管

⇒原則２名作業、天板立たない、
作業面２ｍ以上は高所作業ｅｔｃ

⇒再利用可能、破損時防止（水銀含有）ｅｔｃ

横置き保管の例

再利用し易い場所
取外した場所や時期
が判別可能な表示。

立て置き保管の例

緩衝材
の挿入

転倒防止のため
重心位置に注意 33



省エネ診断において、1,000lx超の
照度があるオフィスも結構存在

労働安全衛生規則
第604条より抜粋

判り易い手引きにより対策の取組みのレベルによらず

⇒全ての事業所において照明の間引きを確実に実践

間引き対策実施前の
１／２の明るさを目指しましょう！

作業区分 基準

精密な作業 三百ルクス以上

普通の作業 百五十ルクス以上

粗な作業 七十ルクス以上

間引き対策を室内の照度を
見直す機会としましょう！

34



対策を実施するうえで、東京都の「地球温暖化対策報告書作成
ハンドブック（対策メニュー編）の解説も参考になります。

照明の間引き対策
⇒事業所の特性に応じた節電対策を追求して実施

政府や業界団体が示す節電対策メニューも参考に
出来得る限りの節電対策を実施しましょう！

電気の使用そのものを再考する契機

厳しい電力需給状況を再認識し、今までのように
電気を大量に使用することが難しい時代に・・・

35



４．東京都の支援策について
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設備導入助成の概要

中小規模事業所省エネ促進・クレジット創出プロジェクト スキーム

東京都

クレジット口座
（都管理）

実績報告

東京都地球温暖化
防止活動推進センター

(クール・ネット東京)

東京都環境整備公社

基金造成
（80億円)

出えん金
中小規模事業所

省エネ設備
導入

検証機関
による検証

削減量
登録

助成金

ESCO事業

省エネ診断等

クレジット化

CO2総量削減

都は、省エネ診断等に基づき、中小規模事業所で高効率な省エネ設備を
導入する場合に、発生するCO2削減量をクレジット化する権利を都へ無償
譲渡することを条件に、その費用について助成（平成22・23年度の2ヵ年限
定、総額80億円）を行う。

本事業は、東京都地球温暖化防止活動推進センターに委託して実施

37
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対象者 都内に中小規模事業所を設置する中小企業者

及び資本金１０億円未満の会社

対象設備 省エネ診断等に基づき都内中小クレジットの対象と
なる設備導入を含む省エネ設備

（リースやＥＳＣＯによる設備導入を含む）

補助率 中小企業者：３／４、その他：１／２

補助要件 ①省エネ診断による削減率又はＥＳＣＯ契約で
保証するＣＯ２削減率が６％、かつ１０ｔ以上

②設備導入による削減量をクレジット化する権利を
都に無償譲渡（５年間分⇒検証費用は都が負担）

③地球温暖化対策報告書の提出 など
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第２回募集 第1回募集 合計

申請件数 ９７件 ４３件 140件

（取り下げ） （４件） （２件） （６件）

決定件数 ９３件 ４１件 １３４件

交付決定総額 約 26.9億円 約 13.4億円 約 40.3億円

決定額の平均 約 29百万円 約 33百万円 ―
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※基本

①超過削減量
他の削減義務対象事業所が、義務量を超えて削減した量

②都内中小クレジット（都内削減量）
都内中小規模事業所の省エネ対策による削減量

③再エネクレジット（環境価値換算量・その他削減量）
再生可能エネルギーの環境価値

④都外クレジット（都外削減量）
都外大規模事業所の省エネ対策による削減量

２. 排出量取引 ※2011年度から取引開始予定

1. 自らで削減 高効率なエネルギー消費設備・機
器への更新や運用対策の推進など

大規模事業所に対する温室効果ガス排出総量削減義務が２０１０年４月から
開始されました。

都内中小クレジットは
、大規模事業所が総量削
減義務を履行する手段の
ひとつである排出量取引
の対象となるクレジット
です。

40



基準排出量

推計削
減量

削減対策に
よる削減量

↓

削減量とし
て認証され
ない

実績排出量

（Ａ）

実績排出量

（Ｂ）

実績排出量

（Ｃ）

認証される
削減量

ベンチ
マークに
よる削減
量の10%

増まで認
証

Ａ

Ｂ
Ｃ

認証される
削減量

■地球温暖化対策報告書を提出している中小規模事業所が対象

■高効率機器・制御等を導入した場合該当（都が予め設定）

■過去３カ年度から任意に選んだ単年度の排出量を基準排出量に

■削減量クレジットは翌年度から５年間発行可能

41



対 象 者 「地球温暖化対策報告書」等を提出した中小企業者※

（※資本金１億円以下の法人、個人事業者）

手 法 法人事業税・個人事業税の減免

対象設備

① 総量削減義務対象外の事業所において取得されたもの

② 省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備（減価償却資産）で、
環境局が導入推奨機器として指定したもの
＊空調設備（業務用エアコンデショナー）、照明器具（蛍光灯照明器具であって
業務用かつＨｆインバータ方式）、小型ボイラー設備、
再生可能エネルギー設備（太陽光発電システム、太陽熱（2010.10～））

※対象となる機器の型番リストについて環境局のＨＰ上で公表
http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/gennzei/genzzei.htm

減 免 額
設備の取得価額の２分の１（上限１千万円）を取得年度の事業税額から減免。
ただし、当期税額の２分の１を限度 ※減免しきれなかった額は翌年度税額からも減免可

対象期間 （法人）平成２２年３月３１日から平成２７年３月３０日までの間に終了する事業年度

（個人）平成２２年１月１日から平成２６年１２月３１日までの間

※問合せ先 主税局課税部 法人事業税係、個人事業税係 42



省エネ促進税制の対象となる設備

空調設備

都内の中小規模事業所における地球温暖化対策推進のための
導入推奨機器指定要綱

業務用エアコンデショナー

概ね、環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）の水準を満たすもの。

小型ボイラー
設備

「東京都低NOx、低CO2小規模燃焼機器認定要綱」に基づく認定を受けたもの

照明設備 蛍光灯照明器具であって業務用かつＨｆインバータ方式

概ね、環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）の水準を満たすもの。

再生可能
エネルギー設備

太陽光発電システム、太陽熱利用システム
事前に財団法人電気安全研究所（ＪＥＴ）等の認証機関による認証

を受けたもの、または、工業標準化法（太陽熱）による認証を受けたもの。

小型ボイラー類
（伝熱面積が10ｍ２未満であり、かつ熱出力が１時間当たり35ｋＷ以上
のものに限る。）

※ ガスヒートポンプ式冷暖房機も含む。

※対象機器の詳細はこちら→http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/gennzei/genzzei.htm
43
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具体的な中小規模事業所の支援策

・省エネルギー相談窓口

・区市別省エネルギー研修会及び出張相談

・業種別省エネルギー研修会

・無料省エネ診断

・地球温暖化対策ビジネス事業者

登録紹介制度

東京の中小規模事業所・家庭部門の地球温暖化対策の拠点として、
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、地球温暖化防止
活動推進センターを指定し、平成２０年４月から活動を開始。

44



地球温暖化防止活動推進センターで実施

45

・無料省エネ診断実績

平成２０年度 ２７０件

平成２１年度 ３８３件

平成２２年度 ７００件

平成２３年度 ７００件（予定）



参照
「東京都環境局 地球温暖化対策」

http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/

「地球温暖化対策報告書制度」
http://www8.kankyo.metro.tokyo.jp/ondanka/index.html

「地球温暖化対策報告書作成ハンドブック」

http://www8.kankyo.metro.tokyo.jp/ondanka/report/handbook/index.html

「中小規模事業所省エネ促進・クレジット創出プロジェクト」
http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/sgw/Project/index.html

「中小企業者向け省エネ促進税制」
http://www.tax.metro.tokyo.jp/kazei/info/kangen-tokyo.html

「地球温暖化防止活動推進センター」

http://www.tokyo-co2down.jp/ 46



東京電力様からのお知らせ
(契約電力の引き下げについて)

■対象者

高圧（６０００ボルト）受電、契約電力５００kW未満のお客様
（対象者へ「契約電力の変更申込書」を東京電力様から直接送付）

■内容

７月分または８月分の電気料金から適用。
（今夏の節電対策に対応した限定サービス）

☆１kW単位で各月の基本料金の節約ができます☆
☆引き下げ後、契約電力を超過しても、割り増し等のペナルティがありません☆

■申込期限

「契約電力の変更申込書」に記載の申込期日を要確認。
（検診日により契約者ごとに異なる。⇒今夏の対応のため早期の期限設定。）

１５％以上の節電を目指す小口需要家様にとって大きなインセンティブとなり
ますので、ぜひご検討下さい！

※詳細は、東電お問い合わせダイヤル＜０１２０－９２６－４８８＞
47



Tokyo Climate Change Strategy

東日本大震災を乗り越え、

東京の活力を取り戻しましょう

東京都環境局 http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/
48


